
平成１２年３月期       個別財務諸表の概要
平成１２年５月２２日

上場会社名 株式会社 さ く ら 銀 行 上場取引所（所属部）    東証・大証各第一部

コード番号 ８３１４ 本社所在都道府県    東京都

問合せ先 責任者役職名    総合企画部グループ長  

      氏  名    境      康     ＴＥＬ    ０３－３２３０－３１１１    

決算取締役会開催日 平成１２年５月２２日 中間配当制度の有無 有  ・  無

定時株主総会開催日 平成１２年６月２９日

１．平成１２年３月期の業績（平成１１年４月１日～平成１２年３月３１日）

（１）経  営  成  績 （注）記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。

 経 常 収 益  経 常 利 益   当 期 純 利 益 

百万円     ％ 百万円     ％ 百万円     ％

平成１２年３月期 １，９２９，９７１ (△ 0.4)    １５９，９３２ (  －  )  ５７，１１７ (  －  )

平成１１年３月期 １，９３７，０８６ (△23.4) △ ７５４，１８７ (  －  ) △ ３７５，３１５ (  －  )

１ 株 当 た り 潜在株式調整後 株 主 資 本 経 常 収 支 率 預   金   残   高

当 期 純 利 益 １株当たり当期純利益 当期純利益率

円 銭 円 銭 ％     ％ 百万円

平成１２年３月期    １１  ２４  －     ３．２ ９１．７　 ２９，８０３，７２１

平成１１年３月期 △ ９７  ６３  － △２８．４ １３８．９　 ３０，１１０，７１４

(注)①期中平均株式数   第二回優先株式 第三回優先株式(第二種)

        平成１２年３月期   4,097,177,110株    7,796,729株    800,000,000株

        平成１１年３月期   3,847,566,598株    19,945,536株      2,191,780株

    ②会計処理の方法の変更           有  ・  無

    ③経常収益、経常利益、当期純利益におけるパーセント表示は、対前期増減率           

（２）配  当  状  況

１  株  当  た  り  年  間  配  当  金 配 当 金 総 額 配  当  性  向 株  主  資  本

中   間 期   末 （ 年    間 ） 配    当    率

円 銭 円 銭 円 銭 百万円     ％     ％

平成１２年３月期   ６ ００   ３ ００   ３ ００ ２４，６０６ ５３．４ １．７

平成１１年３月期   ７ ２５   ４ ２５   ３ ００ ２８，２０３ － ２．０

（３）財  政  状  態

総    資    産 株   主   資   本 株主資本比率 １ 株 当 た り 単体自己資本比率

株  主  資  本 (国際統一基準)

百万円 百万円     ％ 円 銭 ［ 速報値 ］ ％

平成１２年３月期 ４６，５５９，４８５ ２，２５２，２８９ ４．８  ３５１ ３８ １２．５０

平成１１年３月期 ４７，２０８，７１６ ２，２２３，５２１ ４．７  ３４３ １０ １２．３８

(注)  期末発行済株式数   第二回優先株式 第三回優先株式(第二種)

        平成１２年３月期   4,117,297,132株    2,772,000株          800,000,000株   800,000,000株

        平成１１年３月期   4,083,121,287株    11,307,000株          800,000,000株   800,000,000株

２．平成１３年３月期の業績予想（平成１２年４月１日～平成１３年３月３１日）

１ 株 当 た り 年 間 配 当 金

中   間 期   末

百万円 百万円 百万円 円 銭 円 銭 円 銭 

中  間  期 ８００,０００ １１０,０００ ５０,０００   ３ ００ － －
通      期 １,６００,０００ ２５０,０００ １１２,０００ －   ３ ００   ６ ００

（参考）１株当たり予想当期純利益（通期） ２４円５３銭  (優先株式転換分は織り込まずに算定しております）

   （注）期末配当金に代えて合併交付金３円とする予定であります。

経常収益 経常利益 当期利益経常収益 経常利益 当期利益経常収益 経常利益 当期利益経常収益 経常利益 当期利益経常収益 経常利益 当期利益経常収益 経常利益 当期利益

ideno ko
 



「平成１２年３月期の業績」指標算式

○１株当たり当期純利益…

当期純利益－優先株式配当金総額

期中平均普通株式数

○株主資本当期純利益率…

当期純利益－優先株式配当金総額

{（期首株主資本－期首発行済優先株式数×発行価額）＋（期末株主資本－期末発行済優先株式数×発行価額）}÷２

○経常収支率…

経常費用

経常収益

○配当性向…

普通株式配当金総額

当期純利益－優先株式配当金総額

○株主資本配当率…

普通株式配当金総額

期末株主資本－期末発行済優先株式数×発行価額

○１株当たり株主資本…

期末株主資本－期末発行済優先株式数×発行価額

期末発行済普通株式数

「平成１３年３月期の業績予想」指標算式

○１株当たり予想当期純利益…

予想当期純利益－予想優先株式配当金総額

期末（当期末）発行済普通株式数

×100

×100

×100

×100

「１株当たり配当金の内訳」

平成１２年３月期 平成１１年３月期

年  間 中  間 期  末 年  間 中  間 期  末

円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭

普通株式 ６ ００ ３ ００ ３ ００ ７ ２５ ４ ２５ ３ ００

第二回優先株式 １５ ００ ７ ５０ ７ ５０ １５ ００ ７ ５０ ７ ５０

第三回優先株式 １３ ７０ ６ ８５ ６ ８５ ４ － 4

（第二種）

「平成１３年３月期の予想１株当たり配当金の内訳」

平成１３年３月期

年  間 中  間 期  末

円 銭 円 銭 円 銭

普通株式 ６ ００ ３ ００ ３ ００ （注１）

第二回優先株式 １５ ００ ７ ５０ ７ ５０ （注２）

第三回優先株式 １３ ７０ ６ ８５ ６ ８５ （注３）

（第二種）

（注１）期末配当金に代えて普通株式合併交付金３円とする予定であります。

（注２）期末配当金に代えて優先株式合併交付金７円５０銭とする予定であります。

（注３）期末配当金に代えて優先株式合併交付金６円８５銭とする予定であります。



第１０期末（平成１２年３月３１日現在）貸借対照表

（単位：百万円）

科      目         金       額 科      目         金       額

（ 資 産 の 部 ） （ 負 債 の 部 ）

現    金    預    け    金 ２，０９５，２０４ 預                      金 ２９，８０３，７２１

現 金 ７６３，７６０ 当 座 預 金 １，９２２，６４５

預 け 金 １，３３１，４４４ 普 通 預 金 ８，８９２，０１８

コ   －  ル    ロ  －   ン １０３，３９２ 貯 蓄 預 金 ５３７，０８５

買      入      手      形 ９４，１００ 通 知 預 金 ４，００６，６９９

買   入   金   銭   債  権 ６４０ 定 期 預 金 １２，７５４，３８６

特   定   取   引   資  産 １，１０４，１１１ 定 期 積 金 １９

商 品 有 価 証 券 ２１１，１７７ そ の 他 の 預 金 １，６９０，８６５

商 品 有 価 証 券 派 生 商 品 ４ 譲    渡    性    預    金 ３，５３８，９３４

金 融 派 生 商 品 ８７，４９２ コ  －  ル    マ   ネ   － ２，２６３，２１９

その他の特定取引資産 ８０５，４３６ 売      渡      手      形 ２９５，７００

金    銭    の    信    託 ７２，３８１ コマーシャル・ペーパー ４５１，０００

有      価      証      券 ６，９１１，６０２ 特   定   取  引   負   債 １６１，２３８

国 債 １，８４４，４０２ 売 付 商 品 債 券 １５，３４９

地 方 債 １３４，６６５ 商品有価証券派生商品 １４

社 債 ４１４，９４６ 特定取引有価証券派生商品 ０

株 式 ３，５４６，３４５ 金 融 派 生 商 品 １４５，８７３

そ の 他 の 証 券 ９５５，４６８ 借          用          金 １，９５３，５２９

貸 付 有 価 証 券 １５，７７５ 再 割 引 手 形 ２２，９８７

貸          出          金 ３１，９３９，９５２ 借 入 金 １，９３０，５４２

割 引 手 形 ５６８，４５２ 外      国      為      替 ３０，２１８

手 形 貸 付 ３，３６３，７８２ 外 国 他 店 預 り １４，２７７

証 書 貸 付 ２１，２５７，２７１ 外 国 他 店 借 ３，９１６

当 座 貸 越 ６，７５０，４４５ 売 渡 外 国 為 替 ３，０６６

外      国      為      替 ３１６，１４９ 未 払 外 国 為 替 ８，９５８

外 国 他 店 預 け １２，３２３ 社                      債 ２７０，０００

外 国 他 店 貸 ２，６０７ 転      換      社      債 ９５

買 入 外 国 為 替 ２１７，０８５ そ    の   他     負    債 ２，８５６，１８２

取 立 外 国 為 替 ８４，１３２ 未 決 済 為 替 借 ４０６

そ    の    他    資    産 １，１５６，７７１ 未 払 法 人 税 等 ４，６５３

前 払 費 用 ６７，６０６ 未 払 費 用 １８７，８０１

未 収 収 益 ５３６，７８８ 前 受 収 益 ２９，４３３

先 物 取 引 差 入 証 拠 金 １０，１７９ 給 付 補 て ん 備 金 ０

先 物 取 引 差 金 勘 定 ３，１１８ 先 物 取 引 受 入 証 拠 金 ８８

保 管 有 価 証 券 等 １６７，２８８ 先 物 取 引 差 金 勘 定 １５，３６１

そ の 他 の 資 産 ３７１，７８９ 借 入 商 品 債 券 ６６，０００

動    産    不    動    産 ３１７，７７４ 借 入 有 価 証 券 １０１，２００

土 地 建 物 動 産 ２１６，３５１ 債 券 貸 付 取 引 担 保 金 ８５３，６６３

建 設 仮 払 金 ２１ 特 定 取 引 未 払 金 ９７２，３１７

保 証 金 権 利 金 １０１，４００ そ の 他 の 負 債 ６２５，２５６

繰   延   税   金  資   産 ５８３，５５９ 退  職  給  与  引  当  金 ３２，０９９

支   払   承   諾  見   返 ２，５２４，３００ 債 権 売 却 損 失 引 当 金 ９４，８５３

貸    倒    引    当    金 △６６０，４５４ 特  別  法  上 の 引 当 金 ９

金融先物取引責任準備金 ９

再評価に係る 繰延税金負債 ３２，０９２

支      払      承      諾 ２，５２４，３００

負   債  の  部   合   計 ４４，３０７，１９６

（ 資 本 の 部 ）

資          本          金 １，０４２，７０６

法    定    準    備    金 １，０２３，６４１

資 本 準 備 金 ８９９，５２１

利 益 準 備 金 １２４，１２０

再   評  価   差   額   金 ４８，９０８

剰          余          金 １３７，０３２

任 意 積 立 金 ５６，０２１

   海外投資等損失準備金 ３０

   行員 退職 給与 基 金 １６６

   別   途   準  備  金 ５５，８２５

当 期 未 処 分 利 益 ８１，０１１

　 当    期    利    益 ５７，１１７

資   本  の  部   合   計 ２，２５２，２８９

資  産  の  部  合  計 ４６，５５９，４８５ 負債 及び 資本の部  合 計 ４６，５５９，４８５



注　

１．記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。

２．金利、通貨の価格、有価証券市場における相場その他の指標に係る短期的な変動、市場間の格差等を利用して利益を得る等

    の目的（以下「特定取引目的」）の取引については、取引の約定時点を基準とし、貸借対照表上「特定取引資産」及び「特

    定取引負債」に計上しております。

    特定取引資産及び特定取引負債の評価は、有価証券及び金銭債権等については決算日の時価により、スワップ・先物・オプ

    ション取引等の派生商品については決算日において決済したものとみなした額により行っております。

３．有価証券の評価は、移動平均法による原価法により行っております。なお、有価証券運用を主目的とする単独運用の金銭の

    信託において信託財産として運用されている有価証券の評価についても同じ方法により行っております。

４．動産不動産は、それぞれ次のとおり償却しております。

　　　　　　　　建　物　　定率法を採用し、税法基準の償却率による。

                          ただし、平成１０年度の法人税法の改正に伴い、平成１０年４月１日以後に取得した建物

                          (建物附属設備を除く）については、定額法を採用し、税法基準の償却率による。

　　　　　　　　動　産　　定率法を採用し、税法基準の償却率による。

　　　　　　　　その他　　税法の定める方法による。

５．自社利用のソフトウェアについては、行内における利用可能期間（５年）に基づく定額法により償却しております。

    なお、従来「その他資産」に計上していた自社利用のソフトウェアについては、「研究開発費及びソフトウェアの会計処理

    に関する実務指針」（日本公認会計士協会会計制度委員会報告第１２号平成１１年３月３１日）における経過措置の適用に

    より、従来の会計処理方法を継続して採用しております。

６．社債発行費は支出時に全額費用として処理しております。

７．外貨建資産・負債及び海外支店勘定は、主として決算日の為替相場による円換算額を付しております。

８．貸倒引当金は、予め定めている償却・引当基準に則り、次のとおり計上しております。

 まず、当行の信用格付制度により取引先を１０段階に区分し、更にそれらの取引先を自己査定に基づき、日本公認会計士協

 会銀行等監査特別委員会報告第４号「銀行等金融機関の資産の自己査定に係る内部統制の検証並びに貸倒償却及び貸倒引当

    金の監査に関する実務指針」に規定する、正常先債権・要注意先債権・破綻懸念先債権・実質破綻先債権・破綻先債権に分

    類しております。

    正常先債権及び要注意先債権に相当する債権については、一定の種類毎に分類し、過去の一定期間における各々の貸倒実績

    から算出した貸倒実績率等に基づき引き当てております。

    破綻懸念先債権に相当する債権については、債権額から担保の処分可能見込額及び保証による回収が可能と認められる額を

    控除し、その残額のうち、債務者の支払能力を総合的に判断して必要と認める額を引き当てております。

    破綻先債権及び実質破綻先債権に相当する債権については、下記直接減額後の帳簿価額から担保の処分可能見込額及び保証

    による回収可能見込額を控除し、その残額を計上しております。なお、特定海外債権については、対象国の政治経済情勢等

    に起因して生じる損失見込額を特定海外債権引当勘定（租税特別措置法第５５条の２の海外投資等損失準備金を含む）とし

    て引き当てております。

    すべての債権は、資産の自己査定基準に基づき、営業部店及び本部各部が資産査定を実施し、当該部署から独立した資産監

    査部が査定結果を監査しており、その査定結果に基づいて上記の引当を行っております。

    また、破綻先債権及び実質破綻先債権に対する担保・保証付債権については、債権額から担保の評価額及び保証による回収

    が可能と認められる額を控除した残額を取立不能見込額として債権額から直接減額しており、その金額は８１０,６１５百

    万円であります。

    なお、「貸倒引当金」は、前期までは負債の部に計上しておりましたが、「銀行法施行規則」（昭和５７年大蔵省令第１０

    号） 別紙様式が改正されたことに伴い、当期より資産の部の最後に対象資産から一括控除する方法により表示しておりま

    す。この変更により、従来の方法によった場合に比べ、資産の部は６６０,４５４百万円、負債の部は６６０,４５４百万

    円それぞれ減少しております。

９．退職給与引当金は、自己都合退職による期末要支給額に相当する額を引き当てております。

10. 債権売却損失引当金は、株式会社共同債権買取機構に売却した不動産担保付債権の担保価値を勘案し、将来発生する可能性

    のある損失を見積もり、必要と認められる額を計上しております。

    なお、この引当金は商法第２８７条ノ２に規定する引当金であります。

11．リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引については、通常の賃貸借取引に

    準じた会計処理によっております。

12．消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっております。

13．特別法上の引当金は次のとおり計上しております。

       金融先物取引責任準備金 ９百万円    金融先物取引法第８２条の規定に基づく準備金であります。



14．株式には自己株式１０百万円が含まれております。なお、商法第２１０条ノ２第２項第３号に定める自己株式はありません。

15. 子会社の株式総額    ２２３,８３５百万円

16. 子会社に対する金銭債権総額    ６０８,５０７百万円

17. 子会社に対する金銭債務総額    １,６００,７５９百万円

18．動産不動産の減価償却累計額   ２５２,３６１百万円

19．動産不動産の圧縮記帳額    ３３,８７２百万円

20. 貸借対照表に計上した動産不動産のほか、電子計算機の一部等についてはリース契約により使用しております。

21．貸出金のうち、破綻先債権額は１５６,６２９百万円、 延滞債権額は１,０６７,７１５百万円であります。

    なお、自己査定の結果に基づき、自己査定上の「破綻先債権」を破綻先債権として、「実質破綻先債権・破綻懸念先債権」

    を延滞債権としており、これらの貸出金の未収利息を収益不計上としております。

22．貸出金のうち、３カ月以上延滞債権額は３５,２９６百万円であります。

    なお、３カ月以上延滞債権とは、元本又は利息の支払が約定支払日の翌日から３月以上遅延している貸出金で破綻先債権及

    び延滞債権に該当しないものであります。

23．貸出金のうち、貸出条件緩和債権額は４１２,７３５百万円であります。

    なお、貸出条件緩和債権とは、債務者の経営再建又は支援を図ることを目的として、金利の減免、利息の支払猶予、元本の

    返済猶予、債権放棄その他の債務者に有利となる取決めを行った貸出金で破綻先債権、延滞債権及び３カ月以上延滞債権に

    該当しないものであります。

24．破綻先債権額、延滞債権額、３カ月以上延滞債権額及び貸出条件緩和債権額の合計額は１,６７２,３７５百万円であります。

    なお、21.から24.に掲げた債権額は、貸倒引当金控除前の金額であります。

25．担保に供している資産は次のとおりであります。

      担保に供している資産

         有価証券                 ５７４,６００百万円

         貸出金               １, １１３,０９２百万円

      担保資産に対応する債務

         預金                       ７４,３５４百万円

         コールマネー             ６５０,０００百万円

         売渡手形                 ２９５,７００百万円

         借用金                       ５,３６３百万円

         その他負債（借入有価証券） ６７,０００百万円

    上記のほか、為替決済等の取引の担保あるいは先物取引証拠金等の代用として、有価証券１,０８３,４１１百万円、貸出

    金９,６０６百万円、その他資産（保管有価証券等）９７,０００百万円を差し入れております。

26. 「東京都における銀行業等に対する事業税の課税標準等の特例に関する条例」（平成１２年４月１日東京都条例第１４５号）

    が平成１２年３月３０日に可決・成立したことから、繰延税金資産及び繰延税金負債の計算に使用する法定実効税率を、

    ４２.０５％から３９.６２％に変更しております。 この変更により、繰延税金資産の金額は３５,７９１百万円減少し、当

    期に計上された法人税等調整額の金額は同額増加しております。また、再評価に係る繰延税金負債の金額は１,９６８百万円

    減少し、再評価差額金の金額は同額増加しております。

27. 土地の再評価に関する法律（平成１０年３月３１日公布法律第３４号）に基づき、事業用の土地の再評価を行い、評価差額

    については、当該評価差額に係る税金相当額を「再評価に係る繰延税金負債」として負債の部に計上し、これを控除した金

    額を「再評価差額金」として資本の部に計上しております。

        再評価を行った年月日    平成１０年３月３１日

        同法律第３条第３項に定める再評価の方法  

土地の再評価に関する法律施行令（平成１０年３月３１日公布政令第１１９号）第２条第５号

に定める不動産鑑定士又は不動産鑑定士補による鑑定評価に基づいて、奥行価格補正、時点修

正、近隣売買事例による補正等合理的な調整を行って算出

        同法律第１０条に定める再評価を行った事業用土地の当期末における時価の合計額と

        当該事業用土地の再評価後の帳簿価額の合計額との差額      ２３,５８３百万円  

28．借入金には、他の債務よりも債務の履行が後順位である旨の特約が付された劣後特約付借入金１,６６４,６７１百万円が

    含まれております。

29. 社債には、永久劣後特約付社債１００,０００百万円が含まれております。

30. 商法第２８０条ノ１９第１項に規定する、取締役及び使用人に付与している新株引受権の内容は次のとおりであります。

        対象となる株式の種類        額面普通株式

        対象となる株式の総数        ２７９千株

        新株の発行価額（行使価額）  １株につき６７４円

31. １株当たりの当期利益  １１円２４銭



 平成１１年４月  １日から

 平成１２年３月３１日まで

（単位：百万円）

科         目 金 額

経         常         収         益 １，９２９，９７１

資    金    運    用    収    益 １，３３８，８１８

貸 出 金 利 息 ７２６，７８３

有 価 証 券 利 息 配 当 金 １１１，６５４

コ － ル ロ － ン 利 息 ２，５６３

買 入 手 形 利 息 ７

預 け 金 利 息 ２４，９８８

金 利 ス ワ ッ プ 受 入 利 息 ３６９，６７２

そ の 他 の 受 入 利 息 １０３，１４７

役   務   取   引   等   収   益 １０２，５５６

受 入 為 替 手 数 料 ５０，３５６

そ の 他 の 役 務 収 益 ５２，１９９

特    定    取    引    収    益 ８，４９８

金 融 派 生 商 品 収 益 ７，３３０

そ の 他 の 特 定 取 引 収 益 １，１６７

そ   の   他   業   務   収   益 ５７，９５４

外 国 為 替 売 買 益 ３１，９６３

国 債 等 債 券 売 却 益 ２１，９１８

国 債 等 債 券 償 還 益 ３，１２６

そ の 他 の 業 務 収 益 ９４６

そ   の   他   経   常   収   益 ４２２，１４４

株 式 等 売 却 益 ４０６，３０８

金 銭 の 信 託 運 用 益 ４６９

そ の 他 の 経 常 収 益 １５，３６６

経         常         費         用 １，７７０，０３９

資    金    調    達    費    用 ７３１，１４０

預 金 利 息 １５９，５８３

譲 渡 性 預 金 利 息 ７，００８

コ － ル マ ネ － 利 息 ７，９４１

売 渡 手 形 利 息 ６４

コマーシャル・ペーパー利息 １，０９４

借 用 金 利 息 ７０，５９６

社 債 利 息 １，９８７

転 換 社 債 利 息 １７

金 利 ス ワ ッ プ 支 払 利 息 ３６８，９２５

そ の 他 の 支 払 利 息 １１３，９２１

役   務   取   引   等   費   用 ４２，４４１

支 払 為 替 手 数 料 １０，１１８

そ の 他 の 役 務 費 用 ３２，３２２

特    定    取    引    費     用 ４１２

商 品 有 価 証 券 費 用 ３４１

特 定 取 引 有 価 証 券 費 用 ７１

そ   の   他   業   務   費   用 ２４，２３１

国 債 等 債 券 売 却 損 １６，２９２

国 債 等 債 券 償 還 損 ６，０７６

国 債 等 債 券 償 却 １８０

社 債 発 行 費 償 却 ６８４

そ の 他 の 業 務 費 用 ９９８

営        業        経        費 ４３０，４１７

そ   の   他   経   常   費   用 ５４１，３９５

貸 倒 引 当 金 繰 入 額 １５５，２０８

貸 出 金 償 却 １１３，３８１

株 式 等 売 却 損 ２９，９２８

株 式 等 償 却 ３４，６１９

金 銭 の 信 託 運 用 損 ８０９

そ の 他 の 経 常 費 用 ２０７，４４７

経         常         利         益 １５９，９３２

特         別         利         益 ９５６

動 産 不 動 産 処 分 益 ６９７

償 却 債 権 取 立 益 ２５９

特         別         損         失 ６，８１８

動 産 不 動 産 処 分 損 ６，８１７
金融先物取引責任準備金繰入額 ０

税   引   前   当    期    利    益 １５４，０６９

法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税 ３，９８６

法   人   税   等    調    整    額 ９２，９６５

当        期          利         益 ５７，１１７

前    期    繰     越     利     益 ４３，４２０

再  評  価  差  額  金  取  崩  額 １，８５２

中      間       配      当      額 １７，８１５

利   益   準   備   金   積  立  額 ３，５６３

当   期   未   処    分    利　　益 ８１，０１１

  第１０期                          　    　   損益計算書



注

1 . 記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。

2 . 子会社との取引による収益総額    １１１,６８２百万円

子会社との取引による費用総額    ２１６,０６５百万円

3 . 特定取引目的の取引については、取引の約定時点を基準とし、当該取引からの損益を損益計算書上「特定取引収益」及び

「特定取引費用」に計上しております。

特定取引収益及び特定取引費用の損益計上は、当期中の受払利息等に、有価証券、金銭債権等については前期末と当期末

における評価損益の増減額を、派生商品については前期末と当期末におけるみなし決済からの損益相当額の増減額を加え

ております。

4 . ｢その他の経常費用」には、関係会社支援のための損失６１,１１６百万円、債権売却損失引当金繰入額５５,４６６百万

円、株式会社共同債権買取機構へ不動産担保付債権を売却したことによる損失３７,３６９百万円を含んでおります。



第  １０  期  利  益  処  分  計  算  書  案

           (単位：円)

科             目 金           額

当   期   未   処   分   利　　益 ８１，０１１，１６０，０１８

任  意  積  立  金   取  崩  額 ５，２５３，４２２

    海外投資等損失準備金 取崩額 ５，２５３，４２２

計 ８１，０１６，４１３，４４０

利     益     処     分      額 ２１，４３４，８０７，５１６

   利    益    準    備    金 ３，５７０，５２８，０００

   第 二 回 優 先 株 式 配 当 金 ２０，７９０，０００

    （１株につき７円５０銭）

   第三回優先株式（第二種）配当金 ５，４８０，０００，０００

    （１株につき６円８５銭）

   普  通  株  式  配  当  金 １２，３５１，８４８，１５４

    （１株につき３円）

   任    意    積    立    金 １１，６４１，３６２

       海外投資等 損失 準備金 １１，６４１，３６２

次    期    繰    越    利    益 ５９，５８１，６０５，９２４



株式会社  さ く ら 銀 行

      比  較  貸  借  対  照  表   (主 要 内 訳)

     (単位:百万円)

        科                 目 平成１１年度末 平成１０年度末     比     較

     (  資    産     の    部  )

 現      金      預      け      金 2,095,204 1,413,680 681,524

 コ     ー     ル   ロ     ー    ン 103,392 84,978 18,414

 買         入        手         形      94,100 -                 94,100

 買     入    金    銭    債     権 640 2,182 △ 1,542

 特     定    取    引    資     産 1,104,111 1,091,216 12,895

 金      銭      の      信      託 72,381 151,470 △ 79,089

 有         価        証         券 6,911,602 6,217,570 694,032

 貸              出              金 31,939,952 32,291,263 △ 351,311

 外         国        為         替 316,149 320,981 △ 4,832

 そ      の      他      資      産 1,156,771 1,654,079 △ 497,308

 動      産      不      動      産 317,774 346,840 △ 29,066

 繰     延    税    金    資     産 583,559 677,740 △ 94,181

 支     払    承    諾    見     返 2,524,300 2,956,710 △ 432,410

 貸      倒      引      当      金 △ 660,454 -                 △ 660,454

    資   産   の   部   合   計 46,559,485 47,208,716 △ 649,231

     (  負    債    の    部  )

 預                              金 29,803,721 30,110,714 △ 306,993

 譲      渡      性      預      金 3,538,934 2,854,907 684,027

 コ     ー    ル    マ    ネ     ー 2,263,219 2,204,641 58,578

 売         渡        手         形 295,700 130,900 164,800

 コ マ ー シ ャ ル ・ ペ  ー  パ  ー 451,000 567,000 △ 116,000

 特     定    取    引    負     債 161,238 194,133 △ 32,895

 借              用              金 1,953,529 1,960,790 △ 7,261

 外         国        為         替 30,218 35,170 △ 4,952

 社                              債 270,000 100,000 170,000

 転         換        社         債 95 2,208 △ 2,113

 そ      の      他      負      債 2,856,182 2,946,007 △ 89,825

 貸      倒      引      当      金 -                 735,562 △ 735,562

 退    職   給   与   引   当    金 32,099 36,484 △ 4,385

 債  権  売  却  損  失  引  当  金 94,853 114,812 △ 19,959

 特   別   法   上   の   引   当   金 9 9 0

 再 評 価 に 係 る  繰 延 税 金 負 債 32,092 35,140 △ 3,048

 支         払        承         諾 2,524,300 2,956,710 △ 432,410

    負   債   の   部   合   計 44,307,196 44,985,195 △ 677,999

     (  資    本    の    部  )

 資              本              金 1,042,706 1,042,706 -                 

 法      定      準      備      金 1,023,641 1,017,605 6,036

 再     評    価    差    額     金 48,908 48,928 △ 20

 剰              余              金 137,032 114,281 22,751

    任      意     積     立     金 56,021 91,025 △ 35,004

    当   期  未   処   分   利   益 81,011 23,255 57,756

      当       期       利       益 57,117 △ 375,315 432,432

    資   本   の   部   合   計 2,252,289 2,223,521 28,768

    負 債 及 び 資 本 の 部 合 計 46,559,485 47,208,716 △ 649,231

 (注)当期における発行済株式数の増加内容

     第二回優先株式の普通株式への転換 発行株式数 　     ３４，１７５千株

資本組入額              －  百万円



株式会社  さ く ら 銀 行

比 較 損 益 計 算 書  (主 要 内 訳)

 (単位:百万円)

科                 目 平成１１年度 平成１０年度   比    較

経 常 収 益 1,929,971 1,937,086 △7,115

   資 金 運 用 収 益 1,338,818 1,542,712 △203,894

  (うち貸 出 金 利 息) （ 726,783 ） （ 860,757 ） （ △133,974 ）

  (うち有価証券利息配当金) （ 111,654 ） （ 132,213 ） （ △20,559 ）

   役 務 取 引 等 収 益 102,556 103,679 △1,123

   特 定 取 引 収 益 8,498 10,824 △2,326

   そ の 他 業 務 収 益 57,954 104,365 △46,411

   そ の 他 経 常 収 益 422,144 175,504 246,640

経 常 費 用 1,770,039 2,691,274 △921,235

   資 金 調 達 費 用 731,140 979,218 △248,078

  (う ち 預 金 利 息) （ 159,583 ） （ 314,030 ） （ △154,447 )

   役 務 取 引 等 費 用 42,441 50,173 △7,732

   特 定 取 引 費 用 412 -           412

   そ の 他 業 務 費 用 24,231 37,082 △12,851

   営    業    経    費 430,417 446,473 △16,056

   そ の 他 経 常 費 用 541,395 1,178,325 △636,930

経 常 利 益 159,932 △754,187 914,119

特 別 利 益 956 108,052 △107,096

特 別 損 失 6,818 2,553 4,265

税 引 前 当 期 利 益 154,069 △648,688 802,757

法人税、住民税及び事業税 3,986 6,550 △2,564

法 人 税 等 調 整 額 92,965 △ 279,923 372,888

当 期 利 益 57,117 △375,315 432,432

前   期   繰  越  利  益 43,420 20,100 23,320

過 年 度 税 効 果 調 整 額 -           397,816 △397,816

税効果会計適用に伴う

海外投資等損失準備金取崩高 -           24 △24

再 評 価 差 額 金 取 崩 額 1,852 -           1,852

中 間 配 当 額 17,815 16,142 1,673

利 益 準 備 金  積 立 額 3,563 3,228 335

当 期 未 処 分 利 益 81,011 23,255 57,756



 株式会社  さ く ら 銀 行

 比  較  利  益  処  分  計  算  書  案

           (単位：百万円)

      科                  目 平成１１年度 平成１０年度   比    較

当   期   未   処   分   利  益 81,011 23,255 57,756 

任  意  積  立  金  取  崩  額 5 35,004  △ 34,999 

   海外投資等損失準備金取崩額 5 4 1 

   別 途 準 備 金 取 崩 額 -           35,000  △ 35,000 

  計 81,016 58,259 22,757 

利     益     処     分      額 21,434 14,839 6,595 

  利     益     準     備     金 3,570 2,473 1,097 

  配            当            金 17,852 12,366 5,486 

  任     意     積     立     金 11          -            11 

    海 外 投 資 等 損 失 準 備 金 11          -            11 

次    期    繰    越    利    益 59,581 43,420 16,161 



当連結会計年度末につきましては、連結財務諸表における注記事項として記載しております。

有価証券の時価等

（金額単位：百万円）

      期    別 第９期（平成１１年３月３１日現在）

貸 借 対 照 表 時   価 評価損益

種    類 価 額 うち評価益 うち評価損

債        券 816,333 774,442 △  41,891 2,687 44,579

株        式 3,050,891 2,940,014 △  110,877 198,264 309,142

（うち自己株式） (    3) (    4) (    0) (    0) (   - )

そ   の   他 512,349 509,085 △  3,263 5,197 8,461

（うち関係会社に係るもの） (23,421) (22,226) (△  1,195) (   - ) (1,195)

合                 計 4,379,575 4,223,542 △  156,032 206,149 362,182

(注)1.本表記載の有価証券は、上場有価証券（債券は、国債、地方債、社債であります。）を対象としております。

      なお、上場有価証券の時価は、主として東京証券取引所における最終価格によっております。

      ただし、上場債券の時価は、主として東京証券取引所の最終価格又は日本証券業協会が発表する公社債店頭（基準）気配

      表に掲載されている銘柄の利回りに基づいて計算した価格によっております。

      また、「その他」は主として外国債券であります。

    2.非上場有価証券のうち時価相当額として価格等の算定が可能なものは、次のとおりであります。

（金額単位：百万円）

      期    別 第９期（平成１１年３月３１日現在）

貸 借 対 照 表 時    価 評価損益

種    類 価 額 相 当 額 うち評価益 うち評価損

債 券 664,671 679,150 14,479 16,214 1,734

株 式 39,150 61,561 22,410 29,179 6,769

そ の 他 38,846 37,896 △  949 1,177 2,127

合               計 742,668 778,608 35,939 46,571 10,631

  非上場有価証券の時価相当額は店頭売買有価証券については日本証券業協会が公表する売買価格等、公募債券については日本証券

  業協会が発表する公社債店頭（基準）気配表に掲載されている銘柄の利回りに基づいて計算した価格、証券投資信託の受益証券に

  ついては基準価格によっております。なお、「その他」は主として証券投資信託の受益証券であります。

    3.本表及び上記（注）２．記載の「債券」、「株式」、「その他」の区分は、貸借対照表科目に合わせております。

    4.時価情報開示対象有価証券から除いた有価証券の主なものの貸借対照表価額は、次のとおりであります。

（金額単位：百万円）

      期    別 第９期(平成１１年３月３１日現在)

種    類 貸借対照表価額

公募債以外の内国
388,904

非上場債券

    5.特定取引勘定にて経理しております商品有価証券及び特定取引有価証券については、時価評価を行い、当該評価損益を損益計算書

   　 に計上しておりますのでここでの記載を省略しております。



（金銭の信託の時価等）

（金額単位：百万円）

      期    別 第９期(平成１１年３月３１日現在)

貸 借 対 照 表 時　価　等 評価損益

種    類 価 額 うち評価益 うち評価損

金  銭  の  信  託 151,470 150,310 △  1,159 319 1,479

(注)時価等の算定は、以下により金銭の信託の受託者が合理的に算出した価格によっております。

    1.上場有価証券については、主として東京証券取引所における最終価格又は日本証券業協会が発表する公社債店頭（基準）

    　気配表に掲載されている銘柄の利回りに基づいて計算した価格によっております。

    2.店頭売買株式については、日本証券業協会が公表する売買価格等によっております。



当連結会計年度末につきましては、連結財務諸表における注記事項として記載しております。

 デリバティブ取引の契約額等、時価及び評価損益

（１）金  利  関  連  取  引 （金額単位：百万円）

区 第９期（平成１１年３月３１日現在）

分 種       類 契約額等 時価 評価損益

うち１年超

取 金利先物

売建 9,570,800 1,964,110 9,596,440 △25,640

引 買建 5,799,956 168,095 5,806,920 6,963

金利オプション

所 売建

コ ー ル 14,864,734 97,255

(5,020) 3,379 1,641

プ ッ ト 8,698,421 97,255

(2,632) 2,065 566

買建

コ ー ル 6,353,113 －   

(2,753) 1,574 △1,179

プ ッ ト 5,010,869 －   

(1,781) 1,031 △749

店 金利スワップ

受取固定・支払変動 38,179,785 12,548,881 913,074 913,074

頭 受取変動・支払固定 38,864,522 8,895,243 △711,558 △711,558

受取変動・支払変動等 108,749 21,092 864 864

そ の 他

売 建 1,525,001 1,474,893

(2,995) 2,518 477

買 建 119,674 69,361

(897) 506 △390

合     計 184,068

(注）１．時価の算定

    取引所取引については、東京金融先物取引所等における最終価格によっております。

    店頭取引については、割引現在価値やオプション価格計算モデル等により算定しております。

２．（ ）内は貸借対照表に計上したオプション料であります。

３．店頭取引中のその他はキャップ、フロア、スワップション取引であります。

４．金利スワップの時価および評価損益には、損益計上している経過利息部分202,692百万円が含まれております。



５．特定取引(トレーディング取引）に含まれますデリバティブ取引につきましては、時価評価を行い、その評価損益を

    損益計算書に計上しておりますので上記記載から除いております。

    特定取引に含まれますデリバティブ取引の契約額等は下記のとおりであります。

（金額単位：百万円）

区 第９期

（平成１１年３月３１日現在）

分 種       類 契約額等 時価

取 金利先物

売建 1,231,764 1,235,372

引 買建 1,231,991 1,235,677

金利オプション

所 売建

コ ー ル 627,971

(91) 66

プ ッ ト 602,178

(76) 36

買建

コ ー ル 248,448

(86) 70

プ ッ ト 1,184,604

(171) 123

店 金利先渡契約

売 建 419,110 418,871

頭 買 建 642,886 642,636

金利スワップ

受取固定・支払変動 12,010,668 376,544

受取変動・支払固定 11,516,559 △389,420

受取変動・支払変動等 128,732 △1,865

そ の 他

売 建 2,304,806

(11,357) 6,199

買 建 2,214,898

(9,941) 8,574

(注）（  ）内は契約額等に係る当初の受払オプション料であります。
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（２）通  貨  関  連  取  引 （金額単位：百万円）

区 第９期（平成１１年３月３１日現在）

分 種       類 契約額等 時価 評価損益

うち１年超

店 通貨スワップ 3,753,307 1,622,651 △68,415 △68,415

うち米ドル 3,131,000 1,258,694 △24,020 △24,020

頭 うちその他 622,307 363,956 △44,394 △44,394

（注）１．時価の算定

          割引現在価値により算定しております。

　　　２．通貨スワップの時価および評価損益には、損益計上している経過利息部分2,511百万円が含まれております。

　　　３．特定取引（トレーディング取引）に含まれますデリバティブ取引につきましては、時価評価を行い、その評

         価損益を損益計算書に計上しておりますので上記記載から除いております。

          特定取引に含まれますデリバティブ取引の契約額等は下記のとおりであります。

（金額単位：百万円）

区 第９期

(平成１１年３月３１日現在)

分 種       類 契約額等 時    価

店 通貨スワップ 3,196,023 △19,096

うち米ドル 2,465,992 △12,813

うち独マルク 361,289 △1,282

頭 うちその他 368,741 △4,999

      ４．先物為替予約、通貨オプション等は、期末日に引直しを行い、その損益を損益計算書に計上しておりますので

          上記記載から除いております。

          引直しを行っている通貨関連のデリバティブ取引の契約額等は下記のとおりであります。

（金額単位：百万円）

区 第９期

(平成１１年３月３１日現在)

分 種       類 契約額等

店 為替予約

売   建 3,635,842

頭 買   建 5,853,484

通貨オプション

売     建

コ ー ル 261,599

(3,923)

プ ッ ト 210,810

(5,404)

買     建

コ ー ル 245,400

(3,032)

プ ッ ト 219,436

(5,568)

（注）（ ）内は貸借対照表に計上したオプション料であります。



（３）株  式  関  連  取  引 （金額単位：百万円）

区 第９期(平成１１年３月３１日現在）

分 種       類 契約額等 時価 評価損益

うち１年超

取 株式指数先物

引 売  建 18,540 － 18,112 428

所 買  建 － － － － 

店

頭 株式関連スワップ 684,340 － △1,434 △1,434

合     計 △1,005

(注） 時価の算定

取引所取引につきましては、東京証券取引所等における最終価格によっております。

店頭取引につきましては、東京証券取引所等における最終価格に基づき時価算定モデルにより算定しております。

（４）債  券  関  連  取  引 （金額単位：百万円）

区 第９期（平成１１年３月３１日現在）

分 種       類 契約額等 時価 評価損益

うち１年超

取 債券先物

引 売建 160,433 －   157,404 3,028

所 買建 1,427 －   1,428 0

店 債券店頭オプション

売 建

頭 コ ー ル 5,000 －   

(40) 73 △33

プ ッ ト －   －   

(  －  ) －   －   

買 建

コ ー ル －   －   

(  －  ) －   －   

プ ッ ト －   －   

(  －  ) －   －   

合     計 2,995

（注）１．時価の算定

          取引所取引については、東京証券取引所等における最終価格によっております。

          店頭取引については、オプション価格計算モデル等により算定しております。

      ２．（ ）内は貸借対照表に計上したオプション料であります。



３．特定取引(トレーディング取引）に含まれますデリバティブ取引につきましては、時価評価を行い、その評価損益を

    損益計算書に計上しておりますので上記記載から除いております。

    特定取引に含まれますデリバティブ取引の契約額等は下記のとおりであります。

  （金額単位：百万円）

第９期

区 （平成１１年３月３１日現在）

分 種       類 契約額等 時価

取 債券先物

売建 2,610 2,650

引 買建 19,290 19,345

債券先物オプション

所 売建

コール 17,500

(74) 82

プット 500

(1) 1

買建

コール 1,500

(4) 4

プット 15,700

(98) 14

（注）（ ）内は契約額等に係る当初の受払オプション料であります。


